
4 4 4 4

29年度見込

事業を周知し、相談に来られた団体等へ最大限助成金を
活用できるよう指導・助言に努め、助成金を活用した地域
活性化活動を推進する。

実績 件 5 3 2 -

当初見込み 件

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

31

達成度 ％ 125 75 50 4 32

3 2 4 30

目標値 件 4 4 4 4

27年度 28年度
目標

- 年度

4件
助成金を活用した事業実
施件数

成果実績 件 5
成果目標及び成果

実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

執行率（％） 80% 62% 27% 0% 0%

決算額 640 494 215

800

事業費計 800 800 800 800 800

一般財源 800 800

その他 0 0 0 0 0

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金 0 0 0 0 0

地方債

道支出金

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

名寄市の活性化を図り、個人または団体が取り組む地域活性化事業に要する費用の一部を助成することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

事業を周知し、相談に来られた団体等へ最大限助成金を活用できるよう指導・助言に努める。
地域活性化事業に要する経費の２分の１以内を助成し、その上限は次のとおり。
開発研究に要する経費：２００，０００円
イベント開催に要する経費：２００，０００円
人材育成に要する経費：１００，０００円

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり基本目標

重点プロジェクト

実施計画事業 まちづくり推進事業

まちづくり推進事業 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 H29

補助率、起債充当率
補助　０％
充当率　０％

総合計画

名寄市まちづくり推進事業助成金交付要綱

１ 市民主体のまちづくりの推進

２ 市民主体のまちづくり

基本事業 １ 市民参画と協働の促進

主要施策

総合戦略

関係する計画等

根拠法令

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

H34 担当課室 企画課

国・道の事業名

事業名

0

800 800

0 0

0 00 0

001

0 0 0

番号

成田　拓哉

チェックチェック



0

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0

その他 0

地方債

合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度

0

0

0

0

0

0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

800 800 800

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

評価・提言へ
の対応

800

34年度 合計

0

地方債 0

800 3,200

3,200

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

提言
A

（現状のま
ま継続）

評価

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

負担金補助および交付
金

3,200

事業費計 800

0

800800 800

800

800

事業費内訳

H27

3,200

31年度

合計

人材育成やまちづくりに参画する市民意識の醸成につながり、地域活性化が図られ
ており、継続した支援が必要。

800 800

合計

負担金補助及び交付金

一般財源

0

前期事業費
実施計画策定時

29年度

1,600

0

0

0

0

1,600 800 800

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

800

前
期
計
画
策
定
当
初

その他 0

その他

評価年度

800事業費計

道支出金

800

0

30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

800一般財源

道支出金

前期事業費 29年度当初予算

33年度 34年度

地方債

予算額

0

0

800

0

1,600 800 800

0道支出金

0財
源
内
訳

国支出金

0

1,600 800 800



ローリングでの指摘事項を踏まえた改善

備考

改善の
方向性

そ
の
他

近隣自治体との連携や役割分担は検討可能か。

支出先の選定や、受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

執行率が低い場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。
資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

事業の統廃合を含めたコスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

ローリングでの指摘事項

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

事
業
の
有
効
性

成果実績・活動実績は目標・見込みに見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あ
るいは低コストで実施できているか。

事
業
の
効
率
性

事
業
の
必
要
性

事業の目的は市民のニーズを的確に反映しているか。

民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

項　　目 評　価 評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善

特定財源の確保に向けた検討などを行っているか。



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資
金
の
流
れ
　
（

資
金
の
受
取
先
が
何
を
行
っ

て
い
る
か
に
つ
い
て
補
足
す
る
。
）
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29年度見込

地域コミュニティの活性化に向けた組織のあり方、支援策について検
討

実績

当初見込み

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

達成度

目標値

27年度 28年度
目標

- 年度

地域コミュニティの活性化

成果実績
成果目標及び成果

実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

執行率（％） - - - - -

決算額 0 0

0 0

事業費計 0 0 0 0 0

一般財源

その他 0 0 0 0 0

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金 0 0 0 0 0

地方債

0

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

市民ニーズの多様化や少子高齢化の進展などによる地域課題の担い手とし、地域コミュニティ組織の活性化が求められていることから、地域コミュニティの自
主性と自立性を尊重した活動の支援および市民と行政が協働して地域を支えていくことができるよう、地域コミュニティのあり方について検討する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

市民が主体的にまちづくりや地域課題の解決に関わることができる地域コミュニティ組織について、地域連絡協議会代表者会議などを通じ組織の役割を明確
にしていくとともに、庁内検討を行い、望ましい組織・コミュニティのあり方について検討を行う。
これらの検討結果を基に、新たなモデル事業や行政からの有効な人的支援、町内会への負担軽減を目的とした事業のスリム化などの検討を行う。

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

担当課室 企画課

国・道の事業名

総合戦略

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり基本目標

重点プロジェクト

事業名 地域コミュニティのあり方の検討 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 H29

実施計画事業 地域コミュニティのあり方の検討

１ 市民主体のまちづくりの推進

１ 町内会などの活動支援と連携

基本事業 ２ コミュニティ活動の推進

主要施策

番号

成田　拓哉

補助率、起債充当率
補助　０％
充当率　０％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

H34

0 0 0 0道支出金

0 00 00

0 0 0

チェックチェック



0

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0

その他 0

地方債

合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度

0

0

0

0

0

0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

0 0 0

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金 0 0

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

34年度 合計

0 0 0

地方債

0

0

評価年度

0 0

事業費計 0

評価・提言へ
の対応

0 0 0

0

0

提言評価

0

予算額 31年度

0

0 0 0 0

一般財源

0

0

0

0

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

地方債

0 0 0

0 0

0 0

前期事業費
実施計画策定時

29年度

0 0 0

0 0 0

0

0 0 0

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

前
期
計
画
策
定
当
初

道支出金

合計

0

0

0

その他 0 0 0 0 0

0

0

その他 0 0 0

00 0 0

0

一般財源

道支出金 0 0

0

33年度 34年度

0 0 0

0 0

0 0

0 0

0

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

0

0

道支出金

0 0 0

0 0 0 0

0 0

0 0 0

0

事業費計

財
源
内
訳

国支出金 0 0

0

0 0

0

0 0



1 1 1 1

29年度見込

「市民と行政との協働によるまちづくり」を基本に、自立し
た活力あるまちづくりを目標に、町内会連合会へ継続し
た支援を行う。

実績 件 1 1 1 1

当初見込み 件

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

30

達成度 ％ 100 100 100 1 31

1 1 1 29

目標値 件 1 1 1 1

27年度 28年度
目標

- 年度

１件
町内会連合会への支援の
実施

成果実績 件 1
成果目標及び成果

実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

執行率（％） 100% 100% 100% 0% 0%

決算額 500 500 500

500

事業費計 500 500 500 500 500

一般財源 500 500

その他 0 0 0 0 0

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金 0 0 0 0 0

地方債

道支出金

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

各地域の情報交換と情報の共有に努め、それぞれの町内活動のより一層の充実とそのための環境づくりに町内会長との連携を以って取り組んでいくことを基
本に、関係する団体・行政と連携し、安心して暮らせる住みよいまちづくりを目指す取組を進める町内会連合会の活動を支援し、活動の活性化を図る。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

「市民と行政との協働によるまちづくり」を基本に、自立した活力あるまちづくりを目標に、町内会連合会へ継続した支援を行う。
別添の事業計画の実施に対する、名寄市町内会連合会への支援。
定額：５００，０００円

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり基本目標

重点プロジェクト

事業名 町内会連合会補助事業 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 平成29年度

補助率、起債充当率

実施計画事業 町内会連合会補助事業 なし

１ 市民主体のまちづくりの推進

１ 町内会などの活動支援と連携

基本事業 ２ コミュニティ活動の推進

主要施策

総合戦略

補助　０％
充当率　０％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

平成34年度 担当課室 企画課

国・道の事業名

0

500 500

0 0

0 00 0

003

0 0 0

番号

成田　拓哉

チェックチェック



0

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0

その他 0

地方債

合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度

0

0

0

0

0

0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

500 500 500

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

評価・提言へ
の対応

500

34年度 合計

0 0 0

地方債

0 0

0

0

500 2,000

2,000

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

提言評価

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

負担金補助および交付
金

2,000

事業費計 500

0

500500 500

500

500

事業費内訳

2,000

31年度

0

0 0

合計

0 0 0 0

500 500

合計

負担金補助及び交付金

一般財源

0

0

前期事業費
実施計画策定時

29年度

1,000

0

0

0

0

1,000 500 500

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

500

前
期
計
画
策
定
当
初

その他 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

評価年度

500事業費計

道支出金

500

0

30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

500

0

一般財源

道支出金 0

前期事業費 29年度当初予算

33年度 34年度

0地方債 0

0

0

予算額

0

0

500

0

1,000 500 500

0道支出金 0 0

0 0 0財
源
内
訳

国支出金 0

0

1,000 500 500
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29年度見込

地域連絡協議会の役員会および総会などで事業を周知
し、広く活用いただけるよう努める。
平成２９年度より、活動に対する助成を見直し、２年目以
降の逓減を廃止し、より活発な活動を促している。

実績

当初見込み

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

達成度 ％ 114 121 143

17 20

目標値 14 14 14 14

27年度 28年度
目標

- 年度

運営費：７件
活動費：７件

地域連絡協議会に対する
運営費及び活動費の交付
件数

成果実績 件 16
成果目標及び成果

実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

執行率（％） 77% 72% 80% 0% 0%

決算額 994 923 1,030 0 0

1,175 1,175

事業費計 1,290 1,290 1,285 1,175 1,175

一般財源

その他 0 0 0 0 0

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金 0 0 0 0 0

地方債

0

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

小学校区単位を基本とする地域連絡協議会が行う町内会単位の枠を越えた取組等に対する支援（運営費、活動費）を行い、市民主体のまちづくりの推進を目
的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

運営費：地域の住民が、住民相互、各団体、行政などと協働して行う活動に要する経費について、個々の活動に対して毎年度１０万円を上限とする。
活動費：地域連絡協議会等の運営に要する経費について、毎年度１０，０００円に構成する町内会数に５，０００円を乗じた額を上限とする。
対象となる地域連絡協議会等は、次の７団体となっている。
南地区・地域づくり協議会、西小地域連絡協議会、東地区連絡協議会、北地区連絡協議会、智恵文地区町内会連絡協議会、中名寄地域づくり協議会、風連
地区まちづくり協議会

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

担当課室 企画課

国・道の事業名

総合戦略

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり基本目標

重点プロジェクト

事業名 地域連絡協議会等活動支援事業 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 平成29年度

実施計画事業 地域連絡協議会等活動支援事業 名寄市地域連絡協議会等活動交付金交付要綱

１市民主体のまちづくりの推進

２地域連絡協議会の活動支援

基本事業 ２コミュニティ活動の推進

主要施策

番号

成田　拓哉

補助率、起債充当率
補助　０％
充当率　０％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

平成34年度

0 0 0 0道支出金

0 00 00

1,290 1,290 1,285

チェック



0

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0

その他 0

地方債

合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度

0

0

0

0

0

0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

1,175 1,175 1,175

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金 0 0

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

34年度 合計

0 0 0

地方債

1,285

1,285

評価年度

1,285 5,140

事業費計 1,285

評価・提言へ
の対応

1,285 1,285 5,140

4,700

0

提言評価

1,285

予算額 31年度

0

0 0 0 0

一般財源

0

0

0

4,700

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

負担金補助及び交付金

地方債

2,570 1,285 1,285

0 0

負担金補助及び交付金

0 0

前期事業費
実施計画策定時

29年度

0 0 0

0 0 0

0

0 0 0

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

前
期
計
画
策
定
当
初

道支出金

合計

0

2,350

0

その他 0 0 0 0 0

1,175

0

その他 0 0 0

1,1751,175 1,175 1,175

0

一般財源

道支出金 0 0

0

33年度 34年度

0 0 0

0 0

0 0

1,175 1,175

0

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

1,285

2,350

0

道支出金

2,570 1,285 1,285

0 0 0 0

0 0

0 0 0

0

事業費計

財
源
内
訳

国支出金 0 0

0

1,175 1,175

0

0 0



82 81 81 81

29年度見込

全ての町内会に浸透している制度ではあるものの、
担当者交代などにより、引き継がれていない事もあるの
で、年度初めに交付金の交付案内を行い、周知及び申
請を促す。

実績 町内会 82 81 81 81

当初見込み 町内会

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

30

達成度 ％ 100 100 100 100 31

100 100 100 29

目標値 ％ 100 100 100 100

27年度 28年度
目標

- 年度

100% 交付金申請率

成果実績 ％ 100
成果目標及び成果

実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

執行率（％） 99% 99% 100% 0% 0%

決算額 13,317 13,253 13,188 0 0

13,230 13,230

事業費計 13,430 13,430 13,230 13,230 13,230

一般財源

その他 0 0 0 0 0

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金 0 0 0 0 0

地方債

0

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

市広報紙の配布などコミュニティづくりを促進する地域活動に対する、町内会への支援（均等割、世帯割）を行い、市民主体のまちづくりの推進を目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

全ての町内会に浸透している制度ではあるものの、担当者交代などにより、引き継がれていない事もあるので、年度初めに交付金の交付案内を行い、周知及
び申請を促す。
市広報紙の配布などコミュニティづくりを促進する地域活動に対する、町内会への支援（均等割、世帯割）
均等割：１町内会につき、２０，０００円
世帯割：１世帯につき、９００円
複数の町内会が合併した場合は、合併した年度又は翌年度に限り、均等割額に５を乗じた額で算定する。

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

担当課室 企画課

国・道の事業名

総合戦略

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり基本目標

重点プロジェクト

事業名 町内会自治活動交付金事業 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 平成29年度

実施計画事業 町内会自治活動交付金事業 名寄市町内会自治活動交付金交付規則

１市民主体のまちづくりの推進

１町内会などの活動支援と連携

基本事業 ２コミュニティ活動の推進

主要施策

番号

成田　拓哉

補助率、起債充当率
補助　０％
充当率　０％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

平成34年度

0 0 0 0道支出金

0 00 00

13,430 13,430 13,230

005

チェック



0

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0

その他 0

地方債

合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度

0

0

0

0

0

0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

13,230 13,230 13,230

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金 0 0

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

34年度 合計

0 0 0

地方債

13,230

13,230

評価年度

13,230 52,920

事業費計 13,230

評価・提言へ
の対応

13,230 13,230 52,920

52,920

0

提言
A

（現状のま
ま継続）

評価
地域の声を市行政事務に反映させるための一手段として今後も継続する必要があ
る。

13,230

予算額 31年度

0

0 0 0 0

一般財源

0

0

0

0

H27

52,920

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

負担金補助および交付
金

地方債

負担金補助および交付
金

前期事業費
実施計画策定時

29年度

0 0 0

26,460 13,230 13,230

0 0

0

0

0 0 0

0 0

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

前
期
計
画
策
定
当
初

道支出金

その他 0 0 0 0 0

合計

13,230

0

その他 0 0 0

13,23013,230 13,230 13,230

0

一般財源

道支出金 0 0

0

33年度 34年度

0 0 0

0 0

0 0 0

26,460 13,230 13,230

0

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

13,230

26,460

0

道支出金

26,460 13,230 13,230

0

0 0

0 0 0 0

0 0

0 0 0

0

事業費計

財
源
内
訳

国支出金 0 0

0

13,230 13,230

0

0



006

29年度見込

実績

当初見込み

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

達成度 ％

目標値

27年度 28年度
目標

- 年度

成果実績
成果目標及び成果

実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

執行率（％） 86% 86% 98% 0% 0%

決算額 18,558 20,581 19,927

22,694 22,644

事業費計 21,486 23,932 20,264 22,814 22,764

0

その他 45 46 46 45 45

0 0

一般財源

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金 50 50 50 50 50

地方債

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

市政情報などを積極的、効果的に発信し、市民と行政との協働によるまちづくりを進め、行政の見える化を推進するため

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

多様な媒体による市政情報の積極的な発信等の検討や市民ニーズに対応した広報紙の作成

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

担当課室 企画課

国・道の事業名

総合戦略

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり基本目標

重点プロジェクト

事業名 多様な媒体による広報の推進 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 平成29年度

実施計画事業 多様な媒体による広報の推進

１　市民主体のまちづくりの推進

１　広報活動の充実

基本事業 ３　広報・広聴活動の充実と情報公開

主要施策

番号

片井　省仁

補助率、起債充当率
補助　％
充当率　％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

平成34年度

25 25 25 25 25道支出金

00

21,366 23,811 20,143

チェック



0

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0

その他 0

地方債

合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度

0

0

0

0

0

0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

180

合計

200

32年度

実施計画策定時
29年度

22,764 22,764 22,764

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金 0 0

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

34年度 合計

0 0 0

地方債

22,834

22,834

評価年度

22,834 91,336

事業費計 22,834

評価・提言へ
の対応

22,834 22,834 91,336

90,576

0

提言評価

22,834

予算額 31年度

50

0 0 0 0

一般財源

0

0

91,056

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

広報広聴事業費

地方債 0

45,668 22,834 22,834

広報広聴事業費

前期事業費
実施計画策定時

29年度

0

前
期
計
画
策
定
当
初

0

0

0

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

0

道支出金

その他 0 0 0 0 0

合計

22,764

0

その他 45 45 45

22,64422,644 22,644 22,644

50

一般財源

道支出金 25 25

33年度 34年度

0 0 0

0

45,578 22,814 22,764

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

22,834

45,578

道支出金

45,668 22,834 22,834

0 0 0 0

25 25 100

45

事業費計

財
源
内
訳

国支出金 50 50

0

22,814 22,764

0

0
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0 0 0道支出金

0

番号

補助率、起債充当率
補助　％
充当率　％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

平成29年度

0 0

企画課 片井　省仁

実施計画事業 多様な広聴機会の創出

２　広聴活動の充実

基本事業

１　市民主体のまちづくりの推進

担当課室

事業名 多様な広聴機会の創出 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度
事業終了

（予定）年度

主要施策

平成34年度

国・道の事業名

総合戦略

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

３　広報・広聴活動の充実と情報公開

基本目標

重点プロジェクト

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

市民の声を積極的に活かす行政運営を行うため

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

出前トーク、市長室開放、その他懇談会の開催等

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

一般財源

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0

その他 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0

事業費計 0 0 0 0 0

決算額 0 0 0 0 0

執行率（％） - - - - -

成果目標及び成果
実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度
目標

- 年度

出前トーク参加延べ人数

成果実績 人 1,822 1,511 1,522 1,500 29

目標値 1,500 1,500 1,500 1,500 30

達成度 ％ 121.5 100.7 101.5 1,500 31

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度 2９年度見込

実績

当初見込み

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり

チェック



0 0 0

0

事業費計

財
源
内
訳

国支出金 0

0 0 0

0

0

0

0道支出金

0 0 0

0

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

0

0 0 0

0

一般財源

道支出金 0 0

33年度 34年度

0

0

0

その他 0 0 0

00 0 0

地方債 0

予算額 31年度

0

0 0

その他 0 0 0 0 0

道支出金

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

0 0

前
期
計
画
策
定
当
初

0

0

0

0

0

前期事業費
実施計画策定時

29年度

0

0

0 0 0

合計

広報広聴事業費

一般財源

0

0

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

広報広聴事業費

0 0 0 0 0

提言評価

0

評価年度

0 0

事業費計 0

評価・提言へ
の対応

0 0 0

0

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

34年度 合計

0 0 0

地方債

0

0

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金 0 0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

0 0 0

0

0

0

0

0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

0

その他 0

地方債

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0



008番号

児玉　宏和

159 157

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

平成35年３月 担当課室 環境生活課

国・道の事業名

人権尊重と男女共同参画社会の形成

人権教育・啓発活動の充実

基本事業 人権教育・啓発活動の推進

主要施策

総合戦略

事業名 人権教育・人権啓発活動の充実 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 平成29年４月

補助率、起債充当率
補助　％
充当率　％

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり基本目標

重点プロジェクト

実施計画事業 人権教育・人権啓発活動の充実

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

一人ひとりの人権が守られる社会を目指すために、広く人権意識の普及・高揚など、人権教育、人権啓発が必要。関係機関や人権擁護委員と連携し、広く市
民の間に人権意識の普及・高揚を図り、人権に関する啓発活動を充実する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

関係機関と連携した人権意識の普及・高揚に向けた啓発。名寄市内には８人の人権擁護委員が法務大臣の委嘱を受け、広く市民の間に人権意識の普及・高
揚など、人権教育、人権啓発活動を日々行っており、一人ひとりが人権を尊重することの重要性を正しく認識し、誰もが尊重され、共に生き、助け合う社会を築
いていくため、学校や家庭など日常の生活の中で人権意識を育む取り組みを、法務局や人権擁護委員などと連携し啓発を行う。啓発事業、相談事業を推進し
ていかねばならない。名寄市人権擁護委員協議会に補助金を支出。　　（毎年９月末の人口×４円+８名×5,000円（四捨五入）＝155,000円

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

地方債

道支出金

その他

154

事業費計 159 157 155 154 154

一般財源 155 154

決算額 159 157 155

執行率（％） 100% 100% 100% 0% 0%

成果目標及び成果
実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度
目標

- 年度

人権教育・啓発活動の充実
人権尊重に関する意識の
向上

成果実績

目標値

達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度 29年度見込

広く市民に人権意識の普及・高揚を図り、人権に関する
啓発活動を充実する。

実績

当初見込み

チェック



財
源
内
訳

国支出金

0

308 154 154

0

道支出金

308 154 154 積算に使用する９月末人口の変化

0

155

0

予算額

0

0

一般財源

道支出金

前期事業費 29年度当初予算

33年度 34年度

地方債

154

；

事業費計

道支出金

155

0

30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

154

その他

評価年度

その他 0

155

前
期
計
画
策
定
当
初

155 155

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

0

0

0

0

310

一般財源

0

前期事業費
実施計画策定時

29年度

310人権擁護委員協議会補
助金

合計

法務局及び人権擁護委員協議会と連携し、教育活動、啓発活動を実施している。

155 155

合計

H28

616

31年度

620

事業費計 155

0

154154 154

155

155

事業費内訳

155 620

616

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

提言
A

（現状のま
ま継続）

評価

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

人権擁護委員協議会補
助金

34年度 合計

0

地方債 0

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

評価・提言へ
の対応

155

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

154 154 154

0

0

0

0

0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

0

その他 0

地方債

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0



29年度見込

実績

当初見込み

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

達成度 ％

目標値

27年度 28年度
目標

- 年度

成果実績
成果目標及び成果

実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

執行率（％） - - - 0% 0%

決算額

150 150

事業費計 0 0 0 150 150

地方債

その他

29年度

一般財源

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

基本計画事業

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

男女がともに働きやすい環境づくりへの取組を推進している企業、事業者等を表彰し、職場環境の体制整備への啓発を促すとともに、表彰について公表する
ことにより、社会全体の意識の醸成を促すことを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

男女がともに働きやすい環境づくりに積極的に取り組んでいる、家庭と仕事の両立支援のために積極的に取り組んでいる等、男女が共同して参画することの
できる体制整備や環境づくりに積極的に取り組んでいる企業、事業者等を表彰し、公表することにより、事業者の積極的取組を啓発し、男女共同参画社会へ
の市民意識の高揚を図る。

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度

事業終了
（予定）年度

主要施策

H34 担当課室 企画課

国・道の事業名

総合計画

関係する計画等

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり基本目標

重点プロジェクト

事業名 男女共同参画推進事業 新規/継続 継続

第２次名寄市男女共同参画推進計画

作成責任者

事業開始年度 H29

実施計画事業 男女共同参画推進事業

2 人権尊重と男女共同参画社会の形成

1 あらゆる分野における女性の活躍

基本事業 2 男女共同参画社会の推進

総合戦略
３　ここで育って、ここで育ててよかったといえるまち　ここ
で住み続けたいと思うまち

根拠法令

道支出金

番号

福井　由佳

補助率、起債充当率
補助　０％
充当率　０％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書
009

チェック



0

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0

その他 0

地方債

合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度

0

0

0

0

0

0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

100 100 100

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

34年度 合計

0

地方債

100

100

評価年度

100 400

事業費計 100

評価・提言へ
の対応

100 100 400

400

0

提言
B

（進め方を
改善）

評価 個人の意識啓発を継続して取り組むべき。

100

予算額 31年度

一般財源

0

0

Ｈ29

400

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

委員報酬

報償費

地方債

委員報酬

報償費

0

300 150 150

0

前期事業費
実施計画策定時

29年度

240 120 120

前
期
計
画
策
定
当
初

60 30 30

0

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

0

道支出金

その他 0

合計

100

0

その他

100100 100 100一般財源

道支出金

33年度 34年度

0

300 150 150

0

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

100

240 120 120

60

道支出金

30 30

0

男女共同参画に対する理解を深めるため、行政だけではなく、市民、事業者、教育関係者がそれぞれの役割を果たし、協力しながら今
までの取組に加えて、より有効性のある取組を進める必要がある。

事業費計

財
源
内
訳

国支出金

0



010

300 300

道支出金

番号

福井　由佳

補助率、起債充当率
補助　０％
充当率　０％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

実施計画事業 健康づくり・暴力防止推進事業

2 人権尊重と男女共同参画社会の形成

2 安全安心な暮らしの実現

基本事業 2 男女共同参画社会の推進

総合戦略
３　ここで育って、ここで育ててよかったといえるまち　ここ
で住み続けたいと思うまち

根拠法令

基本目標

重点プロジェクト

事業名 健康づくり・暴力防止推進事業 新規/継続 継続

第２次名寄市男女共同参画推進計画

作成責任者

事業開始年度 H29
事業終了

（予定）年度

主要施策

H34 担当課室 企画課

国・道の事業名

総合計画

関係する計画等

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり

基本計画事業

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

性別にとらわれず、お互いの人権を尊重し、あらゆる分野で能力と個性を十分に発揮し、自分らしく生きる社会の実現を目指す。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

男女共同参画に関するセミナーを開催し、男女共同参画についての講演会及びグループ討議を通し、市民の男女共同参画の意識の高揚を図る。
（実施状況）
平成２８年度　ラジオパーソナリティー　金子耕弐氏　「この時代の家庭と子育てに必要なこと」
平成２７年度　フリーアナウンサー　渡辺陽子氏　「家族はチーム　我が家のルールに男だから女だからはありえない!?」
平成２６年度　フリーキャスター・気象予報士　菅井貴子氏　「自分らしく空を見つめる」
平成２５年度　漫画家　倉田真由美氏「くらたま流　スッキリ生きる方法」

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

一般財源

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

地方債

その他 300 300

300

事業費計 300 300 300 300 300

決算額 300 193 153

執行率（％） 100% 64% 51% 0% 0%

成果目標及び成果
実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度
目標

- 年度

男女共同参画セミナー参加
人数

１００名

成果実績 人

目標値 100 103 83 100

達成度 ％ 103 83 100

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度 29年度見込

実績

当初見込み

チェック



事業費計

財
源
内
訳

国支出金

0

0

300 300

0

道支出金

0

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

200

600

0

600 300 300

33年度 34年度

200一般財源

道支出金

合計

200

0

その他

200200 200

その他 0

道支出金

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

0

600 300 300

前
期
計
画
策
定
当
初

0

0

0

前期事業費
実施計画策定時

29年度

0

600 300 300

講師謝礼

800

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

講師謝礼

地方債

一般財源

0

0

0

提言評価

200

予算額 31年度

評価年度

200 800

事業費計 200

評価・提言へ
の対応

200 200 800

800

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

34年度 合計

0

地方債

200

200

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

200 200 200

0

0

0

0

0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

0

その他 0

地方債

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0



冬季スポーツ

29年度見込

実績

当初見込み

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

達成度 ％

目標値

27年度 28年度
目標

- 年度

成果実績
成果目標及び成果

実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

執行率（％） - - - - -

決算額

事業費計 0 0 0 0 0

その他

一般財源

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

地方債

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

光ケーブルネットワークを活用して市民等がよりスピーディに防災情報や行政情報等を取得できるよう通信環境を整備することが可能であるため、公共の利益
に資する整備についての検討を行う。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

光ケーブルネットワークを活用した公共施設などにおけるWi-Fi提供体制の整備について、整備目的や利活用方法、また期待される効果等について検討を行
う。

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

担当課室 総務課

国・道の事業名

総合戦略

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり基本目標

重点プロジェクト

事業名 Wi-Fi提供体制整備の検討 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 H29

実施計画事業 Wi-Fi提供体制整備の検討

情報化の推進

市民や来訪者への通信環境の提供

基本事業 情報通信基盤の利活用

主要施策

番号　

佐々木　紀幸

補助率、起債充当率
補助　％
充当率　％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

H34

道支出金

011

チェック



0

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0

その他 0

地方債

合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度

0

0

0

0

0

0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

0 0 0

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

34年度 合計

0

地方債

評価・提言へ
の対応

0 0 0

0

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

0

評価評価年度

0

事業費計 0

0

提言

0

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

合計

一般財源

0

0

0 0 0

前期事業費
実施計画策定時

29年度

0

前
期
計
画
策
定
当
初

0

0

0

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

その他 0

道支出金

予算額 31年度

0

0

その他

一般財源

道支出金

33年度 34年度

地方債

0

0 0 0

0

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

0

0道支出金

0

0

0

事業費計

財
源
内
訳

国支出金



1 1 1 1

29年度見込

友の会間の相互訪問数（右欄）
スポーツ少年団等の交流事業数
　　　　　　　　　　26年度　27年度　28年度　29年度見込み
実績　　　　　回　　　1　　　　0　　　　0　　　　　　1
当初見込み　回　　  1         0         0              1

実績 回 1 1 1 1

当初見込み 回

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

達成度 ％

目標値

27年度 28年度
目標

- 年度

成果実績
成果目標及び成果

実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

執行率（％） 82% 100% 99% 0% 0%

決算額 558 446 829

1,303 1,327

事業費計 684 447 841 1,303 1,327

地方債

その他

29年度

一般財源

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

基本計画事業

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

旧名寄市と旧名寄市の母村である旧藤島町は平成8年8月に姉妹都市の盟約を結び、両市町の合併以降も双方の交流団体を主体に交流活動が行われてい
るが、名寄市の交流団体である「名寄・藤島交流友の会」への運営支援を行うことで、友の会間の相互訪問、特産品の販売、少年少女交流等を通じた山形県
鶴岡市との友好交流を推進し、幅広い視野を持った人材の育成や交流人口の拡大を図る。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・友の会交流事業
　隔年で友の会会員等が相互訪問
・物産交流事業
　特産品の斡旋販売、イベントでのPR販売、学校給食での食材交流
・少年少女交流事業
　H29受入、H30訪問、H32受入、H33訪問、H35受入…

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度

事業終了
（予定）年度

主要施策

担当課室 交流推進課

国・道の事業名

総合計画

関係する計画等

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり基本目標

重点プロジェクト

事業名 名寄市・鶴岡市姉妹都市交流事業 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 平成29年度

実施計画事業 名寄市・鶴岡市姉妹都市交流事業

交流活動の推進

姉妹都市・交流自治体交流の推進

基本事業 国内交流の推進

総合戦略

根拠法令

道支出金

番号

伊藤　慈生

補助率、起債充当率 会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

684 447 841

012

チェック



0

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0

その他 0

地方債

合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度

0

0

0

0

0

0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

1,232 1,352 1,345

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

34年度 合計

0

地方債

300

600

評価年度

300 1,200

事業費計 600

評価・提言へ
の対応

600 600 2,400

5,016

1,200

提言
A

（現状のま
ま継続）

評価 少年少女交流・特産品の相互斡旋など、交流は順調で今後も支援が必要。

300

予算額 31年度

補助金

300 300 300 300

一般財源

830

0

415

H27

5,016

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

旅費

需用費

使用料及び賃借料

地方債

旅費

補助金

0

1,200 600 600

0

前期事業費
実施計画策定時

29年度

200 100 100

前
期
計
画
策
定
当
初

1,000 500 500

0

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

0

道支出金

その他 0

合計

1,087

0

その他

1,0871,232 1,352 1,345一般財源

道支出金

33年度 34年度

0

2,630 1,303 1,327

1,000 500 500

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

300

481 241 240 H29　受入人数　11名
H30　受入人数　20名（予定）

319

415

道支出金

147 172

0

事業費計

財
源
内
訳

国支出金

0



5 4 3 3

29年度見込

名寄での実行委員会関係イベント数（右欄）
主に杉並区での実行委員会関係イベント数
　　　　　　　　　　　26年度　27年度　28年度　29年度見込
み
実績　　　　　回　　　　11　　　 5　　　     6　　　　　　5
当初見込み　回　　　 11       5            5              5

実績 回 5 4 3 3

当初見込み 回

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

達成度 ％

目標値

27年度 28年度
目標

- 年度

成果実績
成果目標及び成果

実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

執行率（％） 97% 92% 82% 0% 0%

決算額 3,479 2,909 2,961

3,138 3,138

事業費計 3,577 3,150 3,620 3,138 3,138

一般財源

その他

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

地方債

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

旧風連町と東京都杉並区は平成元年7月13日に交流自治体協定を締結し、旧風連町と旧名寄市の合併以降も互いの持つ地域資源を活かすことで、人、物、
文化等の幅広い交流を推進しているが、首都圏に位置する杉並区との幅広い交流や杉並区への情報発信を通じて、幅広い視野を持った人材の育成、交流人
口の拡大、特産品のＰＲ、まちの知名度向上をはじめとする地域の活性化を図るとともに、杉並区とは防災相互援助協定も締結しており、各部署、団体等との
連携のもと、人的交流等を通じて相互理解や信頼関係を深める。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・イベントへの相互派遣による人的交流
　6月：ふうれん白樺まつり、8月：東京高円寺阿波おどり大会、2月：ふうれん冬まつり等
・杉並区での特産品販売
　6月：なよろアスパラまつり、10月：阿佐谷ジャズストリート、11月：すぎなみフェスタ、通年：杉並区役所（コミュかるショップ）
・ひまわりを通じた名寄市のPR
　杉並区内の公園でひまわりを植栽するとともに、看板を設置し、ひまわりのまち「名寄市」をPRする。また、なよろアスパラまつりの際に区役所
内でひまわりの展示等を行っている。

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

担当課室 交流推進課

国・道の事業名

総合戦略 ４　他のまちと連携し、ともに安心して暮らせるまち

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり基本目標

重点プロジェクト

事業名 名寄市・杉並区交流自治体交流事業 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 平成29年度

実施計画事業 名寄市・杉並区交流自治体交流事業

交流活動の推進

姉妹都市・交流自治体交流の推進

基本事業 国内交流の推進

主要施策

番号

伊藤　慈生

補助率、起債充当率 会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

道支出金

3,577 3,150 3,620

013

チェック



0

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0

その他 0

地方債

合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度

0

0

0

0

0

0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

3,618 3,138 3,138

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

34年度 合計

0

地方債

1,270

3,270

評価年度

1,270 5,080

事業費計 3,270

評価・提言へ
の対応

3,270 3,270 13,080

13,032

8,000

提言
A

（現状のま
ま継続）

評価 少年少女交流・特産品の相互斡旋など、交流は順調で今後も支援が必要。

1,270

予算額 31年度

2,000 2,000 2,000 2,000

一般財源

4,720

0

2,360

H27

13,032

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

賃金

旅費

補助金

地方債

賃金

旅費

補助金

前期事業費
実施計画策定時

29年度

0

6,540 3,270 3,270

2,360 2,360

670

4,720

0

0

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

前
期
計
画
策
定
当
初

道支出金

その他 0

合計

3,138

0

その他

3,1383,618 3,138 3,138一般財源

道支出金

33年度 34年度

0

6,276 3,138 3,138

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

1,270

224

2,360

道支出金

480 240 240

1,340 670

666 666

0

事業費計

財
源
内
訳

国支出金

0

112 112

1,332

0



014

4 4 4 4

29年度見込

ふるさと会活動の支援（東京なよろ会、さっぽろ名寄会、
札幌風連会、旭川風連会）

実績 団体 4 4 4 4

当初見込み 団体

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

達成度 ％

目標値

27年度 28年度
目標

- 年度

成果実績
成果目標及び成果

実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

執行率（％） 87% 88% 84% 0% 0%

決算額 1,252 1,961 1,100

1,622 1,346

事業費計 1,434 2,220 1,311 1,622 1,346

一般財源

その他

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

地方債

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

名寄市の応援団である各ふるさと会（東京なよろ会、さっぽろ名寄会、札幌風連会、旭川風連会）は、会員相互の親睦や交流、情報交換を図るとともに、郷土
名寄市の発展に寄与することを目的に活動しており、各ふるさと会の活動が円滑に行えるよう、各ふるさと会の取組を支援するとともに、各ふるさと会に名寄市
の情報を発信する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・各ふるさと会総会への出席
・名寄市訪問ツアーへの支援（東京なよろ会、旭川風連会等）
・名寄市の情報発信（会報・広報なよろダイジェスト版の発行）
・会員増強活動への支援（広報なよろでの募集等）

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

担当課室 交流推進課

国・道の事業名

総合戦略

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり基本目標

重点プロジェクト

事業名 ふるさと会交流事業 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 平成29年度

実施計画事業 ふるさと会交流事業

交流活動の推進

ふるさと会交流の推進

基本事業 国内交流の推進

主要施策

番号

伊藤　慈生

補助率、起債充当率
補助　％
充当率　％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

道支出金

1,434 2,220 1,311

チェック



0

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0

その他 0

地方債

合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度

0

0

0

0

0

0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

1,346 1,346 1,346

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

34年度 合計

0

地方債

1,235

1,635

評価年度

1,235 4,940

事業費計 1,635

評価・提言へ
の対応

1,635 1,635 6,540

5,384

1,600

提言
B

（進め方を
改善）

評価 会員の高齢化により、今後の活動を担う新会員の増加が望まれる。

1,235

予算額 31年度

使用料及び賃借料

補助金

400 400 400 400

一般財源

580

920

290

H27

5,384

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

報償費

旅費

需用費

地方債

3,270 1,635 1,635

336

報償費

旅費

需用費

使用料及び賃借料

負担金補助及び交付金

622 311 311

672

300 150 150

920

0

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

前
期
計
画
策
定
当
初

道支出金

その他 0

合計

1,346

0

その他

1,3461,346 1,346 1,346一般財源

道支出金

33年度 34年度

460 460

主な増減理由（事業の追加や変更等）

1,235

0

2,968 1,622 1,346

0

290

460

前期事業費
実施計画策定時

29年度

336

道支出金

756 378 378

460

863

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額

178 178

0

東京なよろ会等と新規会員確保への取組を協同により進めている。

H29は、さっぽろ名寄会発足40周年記念ツアーに係る経費を計上した
ため。

事業費計

財
源
内
訳

国支出金

0

445 418

356

249 249
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2 2 2 2

2９年度見込

交換学生の派遣及び受入

実績 人 3 2 2 2

当初見込み 人

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

達成度 ％

目標値

27年度 28年度
目標

- 年度

成果実績
成果目標及び成果

実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

執行率（％） 96% 93% 102% 0% 0%

決算額 550 556 560

549 549

事業費計 572 597 550 549 549

一般財源

その他

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

地方債

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

名寄市とカナダ国リンゼイ市は1969（昭和44）年8月に姉妹都市提携を結びましたが、2001（平成13）年にリンゼイ市を含む16市町村が合併し、カワーサレイク
ス市となった以降も名寄市とカワーサレイクス市リンゼイとの交流は継続し、2019年（平成31）に姉妹都市提携50周年を迎えます。名寄市の交流団体である
「名寄・リンゼイ姉妹都市友好委員会」への運営支援を行うことで、高校生の相互派遣、クリスマスカードの交換等を通じた友好交流を推進し、幅広い視野を
持った人材育成を図るとともに、友好の絆をさらに深める。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・交換学生の派遣及び受入（隔年実施）
・ハロウィンパーティーの開催支援（10月）
・クリスマスカード及びカレンダーの送付

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

担当課室 交流推進課

国・道の事業名

総合戦略

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり基本目標

重点プロジェクト

事業名 名寄市・リンゼイ姉妹都市交流事業 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 平成29年度

実施計画事業 名寄市・リンゼイ姉妹都市交流事業

交流活動の推進

姉妹都市・友好都市交流などの推進

基本事業 国際交流の推進

主要施策

番号

伊藤　慈生

補助率、起債充当率
補助　％
充当率　％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

道支出金

572 597 550

チェック



0

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0

その他 0

地方債

合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度

0

0

0

0

0

0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

1,000

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

2,582 549 582

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

34年度 合計

0

地方債 0

評価・提言へ
の対応

500 500 2,000

3,262

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

500

評価年度

500 2,000

事業費計 500

500

主な増減理由（事業の追加や変更等）

500

提言
A

（現状のま
ま継続）

評価
市民の国際社会に対する意識の高揚が図られ、地域社会の新たな展開が期待でき
る。

500

予算額 31年度

一般財源

0

0

500 500

H27

4,262

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

旅費

負担金補助

地方債

1,000

補助金

0

0

0

0

実施計画策定時
29年度

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

前
期
計
画
策
定
当
初

道支出金

その他 0

合計

549

0

その他 1,000

5491,582 549 582一般財源

道支出金

33年度 34年度

0

1,098 549 549

前期事業費

道支出金

1,000 500 500

58

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額

0

520 520

0

事業費計

財
源
内
訳

国支出金

0

29 29

1,040

0
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1,650 585 804 1,061

27年度

道支出金

番号

伊藤　慈生

補助率、起債充当率
補助　％
充当率　％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

実施計画事業 名寄市・ドーリンスク市友好都市交流事業

交流活動の推進

姉妹都市・友好都市交流などの推進

基本事業 国際交流の推進

主要施策

基本目標

重点プロジェクト

事業名 名寄市・ドーリンスク市友好都市交流事業 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 平成29年度 担当課室 交流推進課

国・道の事業名

総合戦略

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

名寄市とロシア連邦サハリン州ドーリンスク市との交流は平成3年3月に友好都市提携締結以来、教育、文化等の交流が行われているが、名寄市の交流団体
である「名寄・ドーリンスク友好委員会」への運営支援を行うことで、市民訪問団の相互派遣等を通じた友好交流を推進し、幅広い視野を持った人材育成を図
るとともに、友好の絆をさらに深める。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・市民訪問団の派遣及び受入（隔年実施）

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

地方債

その他

722

事業費計 1,650 585 804 1,061 722

一般財源

決算額 1,414 588 841

執行率（％） 86% 101% 105% 0% 0%

成果目標及び成果
実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

達成度 ％

28年度
目標

- 年度

成果実績

目標値

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度 2９年度見込

親善訪問派遣及び受入

実績 回 1 1 1 1

当初見込み 回 1 1 1 1

チェック



財
源
内
訳

国支出金

0

42 176

1,565

0

1,019 546

588

0

名寄・ドーリンスク友好委員会補助金の減

事業費計

33年度 34年度

道支出金

1,000 500 500

218

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額

0

0

1,783 1,061 722

一般財源

道支出金

合計

722

0

その他

722588 722

その他 0

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

前
期
計
画
策
定
当
初

道支出金

0

0

前期事業費
実施計画策定時

29年度

補助金

0

0

H27

2,620

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

旅費

負担金補助

地方債

1,000

一般財源

0

0

500 500

提言
A

（現状のま
ま継続）

評価
市民の国際社会に対する意識の高揚が図られ、地域社会の新たな展開が期待でき
る。

500

予算額 31年度

500 2,000

事業費計 500

500

主な増減理由（事業の追加や変更等）

500

評価・提言へ
の対応

500 500 2,000

2,620

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

500

評価年度

34年度 合計

0

地方債 0

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

588 722 588

0

0

0

0

0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

0

その他 0

地方債

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0
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1 1 1 1

2９年度見込

誘致モニターツアーの実施

実績 回 1 1 1 1

当初見込み 回

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

達成度 ％ 50 100 100

2 2

目標値 件 2 2 2

27年度 28年度
目標

- 年度

教育旅行の受入件数（年間2
件）

旅館業を中心に経済効果
がある。

成果実績 件 1
成果目標及び成果

実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

執行率（％） 71% 95% 94% 0% 0%

決算額 3,755 4,649 4,946

5,608 5,608

事業費計 5,286 4,871 5,288 5,608 5,608

一般財源

その他

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

地方債

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

平成25年度から推進している台湾との交流は、官民連携による「名寄市・台湾交流実行委員会」を中心に、国際化の進む社会の様々な分野で活躍できる子ど
もの育成や交流人口拡大による地域の活性化に取り組むとともに、民間団体である名寄日台親善協会等とも協力し、様々な分野における交流の実現を図る。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・中学生野球交流事業
　平成29年度で5年を経過することから事業の課題等を整理した上、事業の見直しを含め今後の人的交流について8月下旬から検討を行っている。
・教育旅行受入事業
　台湾の高校生の受入のほか、台湾等での誘致活動を行う。
・名寄日台親善協会との連携によるＰＲ事業、来訪者へのおもてなし等

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

担当課室 交流推進課

国・道の事業名

総合戦略

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり基本目標

重点プロジェクト

事業名 名寄市・台湾交流事業 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 平成29年度

実施計画事業 名寄市・台湾交流事業

交流活動の推進

姉妹都市・友好都市交流などの推進

基本事業 国際交流の推進

主要施策

番号

伊藤　慈生

補助率、起債充当率
補助　％
充当率　％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

道支出金

5,286 4,871 5,288

チェック



0

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0

その他 0

地方債

合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度

0

0

0

0

0

0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

5,608 5,608 5,608

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

34年度 合計

0

地方債 0

評価・提言へ
の対応

2,347 2,347 9,388

22,432

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

2,347

評価年度

2,347 9,388

事業費計 2,347

2,347

主な増減理由（事業の追加や変更等）

2,347

提言
A

（現状のま
ま継続）

評価
杉並区が縁でできた関係を更に連携を図って、台湾とのパイプを太くする上でも、現
段階の評価としては可能性を秘めている事業であるため、現状のまま継続すべきと
判断する。

2,347

予算額 31年度

一般財源

0

0

5,355 2,347

H27

22,432

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

旅費

負担金補助

地方債

7,702

補助金

0

0

0

0

実施計画策定時
29年度

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

前
期
計
画
策
定
当
初

道支出金

その他 0

合計

5,608

0

その他

5,6085,608 5,608 5,608一般財源

道支出金

33年度 34年度

0

11,216 5,608 5,608

前期事業費

道支出金

7,702 5,355 2,347

966

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額

0

5,125 5,125

0

教育旅行に係る誘致活動のほか、ホストタウン等の取組でも協力を得ている。

理事者との協議により、既存の枠の中でのリニューアルを図ることに
なったため、29年度当初予算を入力した。

事業費計

財
源
内
訳

国支出金

0

483 483

10,250

0
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1,146

番号

土井　渉

補助率、起債充当率
補助　％
充当率　％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

実施計画事業 移住促進事業 なし

交流活動の推進

移住の推進

基本事業 移住の推進

主要施策

基本目標

重点プロジェクト

事業名 移住促進事業 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 担当課室 営業戦略課

国・道の事業名

総合戦略
２　人の流れを呼び込み、ここに行きたい、ここで暮らした
いと思われるまち

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

・お試し移住住宅の整備により「住み良さ」を実感いただき、名寄市を移住先とする「きっかけ」をつくり、お試し移住住宅の利用促進に伴い、経済効果と交流人
口の拡大が図られる。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　平成24年度に官民連携による「名寄市移住促進協議会」を設立し、移住パンフレット・動画の作成、首都圏での移住相談会への出展、全国移住交流情報
ガーデンなどでのＰＲの実施。また、名寄市との友好都市である杉並区との連携により移住相談会の実施。
　名寄市の生活環境を体験する「お試し移住住宅」の整備。

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

地方債

道支出金

その他

2,581 4,417 4,737 6,500

事業費計 1,146 2,581 4,417 4,737

一般財源

0%

6,500

決算額 2,859 2,211 3,298

成果目標及び成果
実績

（アウトカム）

執行率（％） 249% 86% 75% 0%

お試し移住住宅、まちなかお
試し移住住宅の稼働率
（Ｈ26年度25％からＨ31年度
75％）

延べ利用日数
（Ｈ27年度366日で計算）

定量的な成果目標 成果指標 単位

32成果実績 日 180

27年度 28年度
目標

年度
26年度

183 257 466

192 131 1,643

達成度 ％ 98.4 74.7 28.1

目標値 日

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

経済元気化

29年度見込

9 10

27年度 28年度

4414 25

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度

10

お試し移住住宅、まちなかお試し移住住宅の利用件数
（１件あたり19日利用で計算）

実績 件 10

当初見込み

チェック



その他

国支出金

0

11,237 4,737

0

0

道支出金

財
源
内
訳

0

11,237 4,737 6,500

7,180

0

前期事業費 29年度当初予算

33年度 34年度

地方債

6,500 平成29年度　風連2棟　名寄1棟
平成30年度　風連2棟　名寄2棟（1棟増）
平成31年度　風連2棟　名寄3棟（1棟増）
平成32年度　風連2棟　名寄4棟（1棟増）

0

10,320

0

30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

8,280 10,060 10,060

0

合計

0

評価年度

10,060

様々な媒体を通したＰＲを行い、首都圏を中心としながら幅広く移住希望者への情報を提供に努める。

事業費計

一般財源

道支出金

10,320

10,320

0

道支出金

予算額 31年度

一般財源

0

H29

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

前
期
計
画
策
定
当
初

0

0

0

その他

前期事業費
実施計画策定時

29年度

13,190 6,010

0

13,190 6,010 7,180

移住促進事業

38,460

合計

10,320 41,280

事業費計

合計

事業費内訳

移住促進事業

評価・提言へ
の対応

10,320 10,320 41,280

38,460

C
（規模・内
容を見直
し）

評価
都市部をターゲットにした移住促進施策が、近隣からの移住希望の増につながるこ
とも期待したい。

10,320

合計

0

地方債 0

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 34年度

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

提言

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

33年度

財
源
内
訳

国支出金

32年度

実施計画策定時
29年度

8,280 10,060 10,060

10,320

0

0

10,060

0

0

0

0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

0

その他 0

地方債

0 0 0 0

一般財源 0

事業費計 0



道支出金

番号

菊池　崇史

補助率、起債充当率
補助　％
充当率　％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

定住自立圏推進事業

事業終了
（予定）年度

実施計画事業 定住自立圏推進事業 定住自立圏構想推進要綱（国）
北・北海道中央圏域定住自立圏共生ビジョン

広域行政の推進

定住自立圏共生ビジョン等の推進

基本事業 圏域市町村との連携の推進

主要施策

基本目標

重点プロジェクト

事業名 定住自立圏推進事業 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 平成24年度 担当課室 企画課

国・道の事業名

総合戦略 ４　他のまちと連携し、ともに安心して暮らせるまち

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

地域資源を活かした魅力ある地域づくりと安心して暮らせる地域社会の形成を目的として「北・北海道中央圏域定住自立圏」（２市９町２村）を形成し、医療や
福祉、生活環境、教育などの分野において構成市町村が連携した取組を推進し、安心して暮らせる地域社会の形成を目指す。
定住自立圏の取組推進による特別交付税措置や地域活性化事業債の活用など財源面でのメリットもある。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

定住自立圏共生ビジョンに基づき、引き続き救急医療の維持・確保や医療体制の充実、福祉関係審査会業務の連携や障がい者福祉の推進、生涯学習機会
の充実、観光の振興、廃棄物処理施設の広域利用などの事業を実施するとともに、新たな広域連携の取組を推進する。
また、圏域に必要な人材育成を図る為、名寄市立大学と連携して、保健・医療・福祉の人材を育成・確保するとともに、圏域住民に対する学習機会や学習情報
の提供、地域福祉の向上や地域振興の取組を推進する。
関連して、医療福祉人材を育成する名寄市立大学の整備に当たり、地域活性化事業債を活用する。

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

一般財源

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

地方債

その他 100 100 100 100 100

229 229 229 229 229

事業費計 329 329 329 329 329

決算額 295 172 175

執行率（％） 90% 52% 53% 0% 0%

成果目標及び成果
実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度
目標

- 年度

定住自立圏域人口
定住自立圏域人口
（H37目標人口 76,020人）

成果実績 人口 - 83,307 - 76,020 37

目標値 人 - - -

達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度 29年度見込

定住自立圏共生ビジョン懇談会の開催

実績 回 1 1 1 1

当初見込み 回 1 1 1 1

019

チェック



0

100

事業費計

財
源
内
訳

国支出金

0道支出金

658 329 329

0

0

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

658 329 329

一般財源

道支出金

33年度 34年度

329

0

その他 100 100 100

229

100

229 229 229

地方債

予算額 31年度

0

その他 100 100 100 100 400

道支出金

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

0

400 200 200

前
期
計
画
策
定
当
初

0

0

0

前期事業費
実施計画策定時

29年度

0

400 200 200

合計

事務局経費

一般財源

0

H27

1,316

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

事務局経費

0

提言
A

（現状のま
ま継続）

評価
自治体間連携事業を推進しており、特別地方交付税も増額されていることなどか
ら、今後の継続した取組が必要。

100

評価年度

100 400

事業費計 200

評価・提言へ
の対応

200 200 800

916

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

34年度 合計

0

地方債

100

200

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

400

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

329 329 329

0

0

0

0

0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

0

その他 0

地方債

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0



020

10,000 10,000 10,000 20,000

29年度見込

実績 千円 11,873 12,085 10,013 20,000

当初見込み 千円

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

29

達成度 ％

12,085 10,013

目標値 千円 10,000 10,000 10,000 20,000

27年度 28年度
目標

- 年度

寄附額 20,000千円 寄附額

成果実績 千円 11,873
成果目標及び成果

実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

執行率（％） 93% 90% 80% 0% 0%

決算額 2,762 4,482 3,993

12,985 12,985

事業費計 2,984 5,000 5,000 12,985 12,985

一般財源

その他

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

地方債

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

・名寄の魅力を伝え、名寄の応援団を増やす。
・自主財源を強化し地域振興を推進する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・PR強化と手続きの簡素化：ふるさと納税専用サイトへの掲載とサイトから直接申込みや支払手続きを可能にした。
・返礼品の見直し：なよろ観光まちづくり協会と協議し、新たな返礼品の発掘を行う。
・寄附金の使用目的等の掲載：寄附金の使い道がイメージしやすいように、個別の事業名や活用例を市HPや専用サイトに掲載する。
・リピーター対策：寄附金活用報告を掲載したお礼状を、採納証明書と一緒に寄附者へ送付する。

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

担当課室 総務課

国・道の事業名

総合戦略

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり基本目標

重点プロジェクト

事業名 ふるさと納税の推進 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 H29

実施計画事業 ふるさと納税の推進

健全な財政運営

財政規律の確立による歳出の抑制と市税等自主財源の
確保

基本事業 財政運営の効率化

主要施策

番号　

佐々木　紀幸

補助率、起債充当率
補助　％
充当率　％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

H34

道支出金

2,984 5,000 5,000

チェック



0

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0

その他 0

地方債

合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度

0

0

0

0

0

0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

12,985 12,985 12,985

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

34年度 合計

0

地方債

0

0

評価年度

0 0

事業費計 0

評価・提言へ
の対応

0 0 0

51,940

0

提言評価

0

予算額 31年度

一般財源

0

0

51,940

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

委託料

手数料

地方債

0 0 0

実施計画策定時
29年度

0

前
期
計
画
策
定
当
初

0

0

0

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

0

道支出金

その他 0

合計

12,985

0

その他

12,98512,985 12,985 12,985一般財源

道支出金

33年度 34年度

0

25,970 12,985 12,985

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

25,616

前期事業費

道支出金

0

177 177

0

・寄附金額の増加に伴う返礼品発送業務委託料の増加
・ふるさと納税専用サイトへの掲載及び受付業務の新規委託に伴う
委託料、掲載料（手数料）の増加

事業費計

財
源
内
訳

国支出金

0

12,808 12,808

354

0



021番号

松永 実

補助率、起債充当率 会計区分

平成２９年度ローリング調書

H47 担当課室 財政課

国・道の事業名

総合戦略

総合計画

事業名 名寄市公共施設等総合管理計画の着実な推進

実施計画事業 名寄市公共施設等総合管理計画の着実な推進

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり

新規/継続 継続

名寄市公共施設等総合管理計画

作成責任者

事業開始年度 H28
事業終了

（予定）年度

主要施策

基本目標

重点プロジェクト

健全な財政運営

適正な受益と負担に基づく持続可能な財政運営

基本事業 財政運営の効率化

一般財源

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

基本計画事業

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

厳しい財政状況が続く中、人口減少、高齢化社会を迎えており、全ての公共施設等を維持・更新していくことは困難な状況である。これは本市に限らず、国に
おいてもインフラ長寿命化計画を策定するとともに、地方に対して公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針を示すなど、全国的に大きな課題となっ
ている。
このような状況を踏まえ、本市においても「公共施設等総合管理計画」を策定し、中長期的な視点から、更新・統廃合・長寿命化などを計画的かつ効率的に実
施する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

老朽化施設の集約化・複合化や、用途廃止施設の取扱の検討等、名寄市公共施設等総合管理計画を着実に推進する。
平成４７年度までの計画期間で保有する公共施設の総延床面積13％縮減、新規整備は原則行わず、 施設を更新する場合は、集約化・複合化等を検討し、施
設総量を縮減する。
なお、平成３２年度までに個別施設計画の策定が求められているところ。

その他

執行率（％）

地方債

道支出金

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度

-

関係する計画等

根拠法令

29年度

0

決算額

事業費計 0 0 0 0

27年度
目標

-

達成度

保有する公共施設の総延床
面積を13％削減する。

新規整備は原則行わず、
施設を更新する場合は、集
約化・複合化等を検討し、
施設総量を縮減する。

成果実績

年度
28年度

成果目標及び成果
実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

目標値

- - - -

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

当初見込み

27年度 28年度 29年度見込

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度

実績

チェック



0

0 0

0

0

0

0

その他

0道支出金

0

道支出金

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額

0

0

0

0

0 0

0

0

事業費計 0

34年度33年度

財
源
内
訳

国支出金

一般財源 0

評価・提言へ
の対応

行
政
評
価
と
の
関
係

0

0

0

合計

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

合計 0 0 0

0

一般財源

地方債

予算額

0

前
期
計
画
策
定
当
初

0

0

実施計画策定時
30年度前

期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

0

前期事業費
実施計画策定時

29年度

0

0 0 0

0

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

提言評価

0

31年度

その他

合計

評価年度

0

事業費計 0

中期事業費
見込

（単位:千円）

32年度

0

0

0

0 0 0

0

合計

0

主な増減理由（事業の追加や変更等）

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

0

道支出金

34年度 合計

0

地方債

国支出金 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度

事業費計 0 0 0 0

一般財源

財
源
内
訳

地方債

0

0

0その他

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費
実施計画策定時

29年度

0
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320

道支出金

番号

菊池　崇史

補助率、起債充当率
補助　％
充当率　％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

実施計画事業 総合計画・総合戦略推進市民委員会及び総合計画策定審議会設置・運営
名寄市総合計画策定審議会条例
名寄市総合計画推進市民委員会条例
名寄市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進委員会設置要綱

効率的な行政運営

総合計画・総合戦略の推進と進行管理

基本事業 計画行政の推進

主要施策

基本目標

重点プロジェクト

事業名
総合計画・総合戦略推進市民委員会及び総合計画策定審議会設置・

運営
新規/継続 継続

名寄市総合計画（第2次）
名寄市まち・ひと・しごと創生総合戦略
名寄市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン

作成責任者

事業開始年度 担当課室 企画課

国・道の事業名

総合戦略

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

総合計画・総合戦略の効率的かつ着実な推進を図るために、市民のご意見をいただきながら、成果や課題の検証、必要に応じた見直しを行う。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

総合計画・総合戦略を策定し、計画的な行政運営を行うとともに、行政評価やＰＤＣAサイクルを通じて、総合計画に登載される実施計画の見直しや、総合戦略
に登載されている施策のＫＰＩについて検証し、市民のご意見をいただきながら必要に応じて事業の見直しを行い、計画の実効性を高めていく。

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

一般財源

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

地方債

その他

570 655 310 560

事業費計 320 570 655 310 560

決算額 192 201 429

執行率（％） 60% 35% 65% 0% 0%

成果目標及び成果
実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度
目標

- 年度

事務事業の改善・見直しに
向けた意見・提言

評価Ｂ以下/事務事業評価
対象事業数

成果実績 ％ 10 14.6 8.2 20 29

目標値 ％ - - - 20 30

達成度 ％ - - - 20 31

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度 29年度見込

総合計画・総合戦略推進市民委員会及び総合計画策定
審議会の開催回数

実績 開催回数 4 10 6

当初見込み 3 10 4 4

チェック



0

事業費計

財
源
内
訳

国支出金

0

0

0道支出金

29年度当初予算 主な増減理由（事業の追加や変更等）

870 310 560

0

0

前期事業費

0

870 310 560

0

30年度要求予定額

一般財源

道支出金

33年度 34年度

地方債

560310 310 310

H26

560

評価年度

評価・提言へ
の対応

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

実施計画策定時
30年度

0

道支出金

予算額 31年度

0

その他

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

310

前
期
計
画
策
定
当
初

0

0

0

前期事業費
実施計画策定時

29年度

870 560

合計

一般財源 310

0

870 310 560

310

報酬・報償

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

報酬・報償

その他

560 1,490

事業費計 310

310

提言
A

（現状のま
ま継続）

1,490

310 560 1,490

1,490

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

310

評価
自治基本条例に掲げる市民が主役のまちづくりの推進のため、引き続き市民参加
のもと総合計画の策定及び進行管理を行う必要がある。

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 34年度 合計

0

地方債 0

32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

310 310 310

0

0

0

0

0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

0

その他 0

地方債

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0
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19.5 28.3

25

29年度見込

外部委託研修の平均参加人数

実績

当初見込み 人

28年度

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度

人 19.5

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

達成度 ％

目標値

27年度 28年度
目標

- 年度

成果実績
成果目標及び成果

実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

執行率（％） 86% 106% 73% 0% 0%

5,500

決算額 6,836 8,481 7,537

7,637 8,031 10,262 7,598 5,500

事業費計 7,937 8,031 10,262 7,798

その他 300 0 0 200 0

一般財源

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

地方債

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

職員の意識改革を図るとともに、多様化する市民ニーズに的確かつ迅速に対応できる職員を養成する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

計画的に研修機会の確保を図るとともに、新・名寄市人材育成基本方針に基づき、名寄市職員研修規定及び同実施要綱に定める各種研修（新採用職員・初
級職員・管理者・監督者・職場研修・派遣研修等）等を年間研修計画を策定して実施し、職員としての知識の習得、業務遂行能力、管理能力、マネジメント能
力、政策形成能力などを養成します。また、職員としての自覚と意欲の向上を図ります。

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

担当課室 総務課

国・道の事業名

総合戦略

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり基本目標

重点プロジェクト

事業名 研修事業 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 Ｈ２９

実施計画事業
・新・名寄市人材育成基本方針
・名寄市職員研修規定
・名寄市職員研修規定実施要綱

効率的な行政運営

職員研修の推進

基本事業 職員の能力向上

主要施策

番号

田原　淳司

補助率、起債充当率
補助　０％
充当率　０％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

―

事業終了
（予定）年度

Ｈ３４

道支出金

チェック



0

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0

その他 0

地方債

合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度

0

0

0

0

0

0

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

3,500 3,500 3,500

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

34年度 合計

0

地方債

3,250

3,250

評価年度

3,250 13,000

事業費計 3,250

評価・提言へ
の対応

3,250 3,250 13,000

14,000

0

提言
A

（現状のま
ま継続）

評価 専門職の研修もあると良い。庁内でアンケートを実施してはどうか。

3,250

28

14,000

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

報償費

旅費

需用費

委託費

使用料

負担金

合計

報償費

旅費

需用費

委託費

使用料

負担金

一般財源

40

1,300 650 650

6,500 3,250 3,250

700 700

20 10 10

前期事業費
実施計画策定時

29年度

20 20

40 20 20

前
期
計
画
策
定
当
初

上部機関等への派遣については不明確なため、当初計画の予算に
は、これらに係る経費は積算していない。

3,700 1,850 1,850

40

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

1,400

道支出金

その他 0

3,250

3,500 3,500 3,500

地方債

予算額 31年度

16

3,500

0

その他

3,500一般財源

道支出金

33年度 34年度

8 8

1,873 843 1,030

13,298 7,798 5,500

20 20

1,300 650 650

前期事業費 29年度当初予算 30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

40 20 20 H29年度は、地域活性化センター・経済産業局・鶴岡市派遣に係る旅
費等を追加した（北海道派遣継続分は予算未措置のため補正対応）

H30年度は、北海道派遣・経済産業局派遣・鶴岡市派遣を終了と見込
む（地域活性化センターのみ継続）。

10,029

道支出金 0

6,257 3,772

0

専門職研修は、受講対象が限定されることから、職場での開催でなく原課との協議の上、派遣研修で対応している。
庁内アンケートをH２８年度末に実施しました。

事業費計

財
源
内
訳

国支出金
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道支出金

番号　

佐々木　紀幸

補助率、起債充当率
補助　％
充当率　％

会計区分 一般会計

平成２９年度ローリング調書

事業終了
（予定）年度

H34

実施計画事業 指定管理者制度の活用及び検証とPFI等の活用の検討 PFI法（民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進
に関する法律）、地方自治法

効率的な行政運営

指定管理者制度の活用及びPFI等の検討

基本事業 公民連携の推進

主要施策

基本目標

重点プロジェクト

事業名 指定管理者制度の活用及び検証とPFI等の活用の検討 新規/継続 継続 作成責任者

事業開始年度 H29 担当課室 総務課

国・道の事業名

総合戦略

総合計画

関係する計画等

根拠法令

基本計画事業

Ⅰ市民と行政との協働によるまちづくり

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

これまで34の公の施設に指定管理者制度を導入してきたが、近年は参入業者が少ないこと、また一部の施設においては指定期間が短いことが課題となって
いる。公民が連携し質の高い行政サービスを提供していくためには、今後も民間活力の活用が不可欠であるため、指定管理者制度等の活用、検証を行う。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

指定管理者制度の活用及び検証を進めるとともに、PFI等の手法による効率的かつ効果的な公共サービスの提供についての検討を行う。

予算額・
決算額

（単位:千円）

予算額 26年度 27年度 28年度 29年度

一般財源

30年度要求予定

財
源
内
訳

国支出金

地方債

その他

事業費計 0 0 0 0 0

決算額

執行率（％） - - - - -

成果目標及び成果
実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度
目標

- 年度

成果実績

目標値

達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙】に記載

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度 29年度見込

実績

当初見込み

経済元気化

チェック



財
源
内
訳

国支出金

0

0

0道支出金

0

0

0

0 0 0

0

前期事業費 29年度当初予算

33年度 34年度

地方債

0

30年度要求予定額 主な増減理由（事業の追加や変更等）

一般財源

道支出金

評価年度

0事業費計

道支出金

予算額 31年度

その他

その他 0

実施計画策定時
30年度

ロ
ー

リ
ン
グ
終
了
後

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳 前期事業費

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

前
期
計
画
策
定
当
初

0

0

0

前期事業費
実施計画策定時

29年度

0

0

0 0 0

合計

一般財源

0

0

合計

前
期
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

事業費内訳

0

事業費計 0

0

評価・提言へ
の対応

0 0 0

0

行
政
評
価
と
の
関
係

中期事業費
見込

（単位:千円）

提言評価

34年度 合計

0

地方債 0

0

本
年
度
ロ
ー

リ
ン
グ

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

国支出金

実施計画策定時
30年度

主な増減理由（事業の追加や変更等）

0

合計

0

32年度

実施計画策定時
29年度

0 0 0

0

0

0

0

0

0

合計 0 0 0

33年度 34年度

中期事業費
見込

（単位:千円）

予算額 31年度 32年度 合計

財
源
内
訳

国支出金 0

0

0

その他 0

地方債

0

事業費計 0 0 0 0

一般財源

0
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